
○　育英貸付事業

  １　貸与人員

新 規 継 続 計 新 規 継 続 計 新 規 継 続 計

県 分 10 2 12 10 11 21 0 △ 9 △ 9

移管分 1,250 748 1,998 1,250 851 2,101 0 △ 103 △ 103

計 1,260 750 2,010 1,260 862 2,122 0 △ 112 △ 112

県 分 0 0 0 0 3 3 0 △ 3 △ 3

移管分 205 193 398 205 212 417 0 △ 19 △ 19

計 205 193 398 205 215 420 0 △ 22 △ 22

0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 0 10 10 0 10 0 0 0

10 0 10 10 0 10 0 0 0

1,475 943 2,418 1,475 1,077 2,552 0 △ 134 △ 134

大
0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 1 1 0 2 2 0 △ 1 △ 1

学 0 0 0 0 0 0 0

0 1 1 0 2 2 0 △ 1 △ 1

65 0 65 96 0 96 △ 31 0 △ 31

21 0 21 33 0 33 △ 12 0 △ 12

86 0 86 129 0 129 △ 43 0 △ 43

1,561 944 2,505 1,604 1,079 2,683 △ 43 △ 135 △ 178

高校 2 0 2 2 0 2 0 0 0

大学 2 0 2 2 0 2 0 0 0

4 0 4 4 0 4 0 0 0

  ２　貸 与 額

新 規 継 続 計 新 規 継 続 計 新 規 継 続 計

県 分 2,760 636 3,396 2,760 2,700 5,460 0 △ 2,064 △ 2,064

移管分 417,372 251,208 668,580 404,352 283,704 688,056 13,020 △ 32,496 △ 19,476

計 420,132 251,844 671,976 407,112 286,404 693,516 13,020 △ 34,560 △ 21,540

県 分 0 0 0 0 1,080 1,080 0 △ 1,080 △ 1,080

移管分 66,924 62,508 129,432 65,604 68,724 134,328 1,320 △ 6,216 △ 4,896

計 66,924 62,508 129,432 65,604 69,804 135,408 1,320 △ 7,296 △ 5,976

0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,760 0 2,760 2,760 0 2,760 0 0 0

2,760 0 2,760 2,760 0 2,760 0 0 0

489,816 314,352 804,168 475,476 356,208 831,684 14,340 △ 41,856 △ 27,516

大
0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 768 768 0 1,308 1,308 0 △ 540 △ 540

学
0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 768 768 0 1,308 1,308 0 △ 540 △ 540

33,394 0 33,394 49,741 0 49,741 △ 16,347 0 △ 16,347

6,718 0 6,718 10,766 0 10,766 △ 4,048 0 △ 4,048

40,112 0 40,112 60,507 0 60,507 △ 20,395 0 △ 20,395

529,928 315,120 845,048 535,983 357,516 893,499 △ 6,055 △ 42,396 △ 48,451

高校 864 0 864 864 0 864 0 0 0

大学 1,536 0 1,536 1,536 0 1,536 0 0 0

2,400 0 2,400 2,400 0 2,400 0 0 0
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３ 貸与対象者及び貸与月額

(1) 高等学校等育英貸付

ア 高等学校奨学生

学力基準あり

学力及び人物が優れているにもかかわらず，経済的理由によって高等学校，中等教育学

校の後期課程，特別支援学校の高等部，高等専門学校及び専修学校（高等課程に限る。）

（以下「高等学校等」という。）における修学が困難である者

学力基準なし

勉学意欲があって，人物が優れているにもかかわらず，経済的理由によって高等学校，

中等教育学校の後期課程における修学が困難である者

イ 高等学校再編整備特別奨学生

別表右欄に掲げる区域内の中学校又は義務教育学校から左欄に掲げる高等学校に進学した

者のうち，自宅から通学することが困難なため，当該高等学校への進学に伴って保護者（親

権者又は後見人をいう。以下同じ。)と別居し,かつ，経済的理由によって高等学校における

修学が困難であるもの

(別 表)

左 欄 右 欄

鹿児島県立川薩清修館高等学校 薩摩川内市（里中，上甑中，海陽中，海星中及び鹿

鹿児島県立薩摩中央高等学校 島中を除く。），さつま町，出水市，阿久根市及び

鹿児島県立鶴翔高等学校 長島町(獅子島中を除く。)の区域内にある中学校又

は義務教育学校

伊佐市，霧島市，姶良市及び湧水町の区域内にある

鹿児島県立霧島高等学校 中学校並びに吉田北中，吉田南中，祁答院中及び輝

北中

曽於市，志布志市，鹿屋市，垂水市，大崎町，東串

鹿児島県立曽於高等学校 良町，錦江町，南大隅町及び肝付町の区域内にある

中学校又は義務教育学校

鹿児島県立種子島高等学校 西之表市，中種子町，南種子町及び屋久島町（金岳

鹿児島県立種子島中央高等学校 中を除く。）の区域内にある中学校

奄美市，大和村，宇検村，瀬戸内町（与路中及び池

鹿児島県立徳之島高等学校 地中を除く。），龍郷町，喜界町，徳之島町，天城

町，伊仙町，和泊町，知名町及び与論町の区域内に

ある中学校

《 貸与月額 》 （単位：円）

通 学 １～５年生
種 類

区 分 国公立 私 立

自 宅 18,000 30,000
高等学校

自宅外 23,000 35,000

再編整備特別 自宅外 23,000



(2) 大学育英貸付

以下の短期大学・大学・産業教育振興奨学金については，平成29年度から，当面の間，貸与

を休止

ア 短期大学奨学生

学力及び人物が特に優れているにもかかわらず，経済的理由によって短期大学又は専修学

校（修業年限が２年以上の専門課程に限る。）における修学が困難である者

イ 大学奨学生

学力及び人物が特に優れているにもかかわらず，経済的理由によって大学（大学院及び短

期大学を除く。以下同じ。）における修学が困難である者

ウ 産業教育振興奨学生

高等学校等の専門に関する学科に在籍した者で，学力及び人物が特に優れているにもかか

わらず，経済的理由によって専門的技術等の伸長を図る大学における修学が困難であるもの

(3) 大学等入学時育英貸付

大学等に進学しようとする者で，次のいずれかに該当するものに対し，入学時に必要な費用

相当額を貸与する。

ア 一般枠奨学生

大学等への進学の意識が高いにもかかわらず，経済的理由により入学が困難である者

・ 返還義務あり

イ 地方創生枠奨学生

卒業後，鹿児島県に定着し，本県の地域振興や産業の活性化に貢献することが期待できる

者で，かつ学力及び人物が優れているもの

・ 大学等卒業後，３年間継続する等して鹿児島県内に居住・就業する等，一定の要件を満

たした場合，返還免除の制度あり

《貸与額》

大学等入学時に必要な入学金等の額

※ 国の「高等教育の修学支援新制度」の対象となる者には，大学等が入学金等を減

免した額を減額して貸与する。

（単位：円）

非課税世帯
(270万円以下)

270万円超え
300万円以下

300万円超え
380万円以下

　　380万円超え
（注）400万円以下

非課税世帯
(270万円以下)

270万円超え
300万円以下

300万円超え
380万円以下

　　380万円超え
（注）400万円以下

学校種 第Ⅰ区分 第Ⅱ区分 第Ⅲ区分 第Ⅰ区分 第Ⅱ区分 第Ⅲ区分

大学 貸与対象外 183,300 366,600 549,900 貸与対象外 203,300 406,600 610,000

短期大学 貸与対象外 121,400 242,800 364,200 貸与対象外 186,600 373,300 560,000

専門学校 貸与対象外 51,100 102,200 153,400 貸与対象外 151,600 303,300 455,000

（注）両親・本人・中学生の４人世帯の場合の目安。地方創生枠の場合は，800万円以下であれば，対象となる。

国の制度の支援区分
本県制度
のみ対象

国の制度の支援区分
本県制度
のみ対象

     貸与上限額一覧表（世帯年収の区分別）

国公立 私立

世帯年収の区分 世帯年収の区分



(4) 交通遺児等育英貸付

交通遺児等奨学生

保護者が道路等における交通事故で死亡，負傷のため著しい後遺障害があって働けなくなっ

た家庭の子等で，学力及び人物が優れているにもかかわらず，経済的理由によって高等学校等

並びに大学，短期大学及び専修学校（修業年限が２年以上の専門課程に限る。）における修学

が困難である者

《 貸与月額 》 （単位：円）

１～５年生
学校区分

国公立 私 立

高等学校等 24,000 36,000

１～６年生
学校区分

国公立 私 立

大学等 51,000 64,000

(5) 奨学金返還支援事業

本県の発展に寄与する産業分野に就業した場合，奨学金の返還を支援することにより，鹿児

島の将来を担う有為な人材の育成・確保を図る。

県内企業等に就業する意思があり，かつ，県内居住を希望する者で，大学等卒業予定者や大

学等入学予定者など100人程度を対象

ア 人材育成枠（大学等入学予定者）

申請する年度の翌年度に大学，短期大学，専修学校（専門課程）に進学予定の者又は高等

専門学校第４学年に進級予定の者

イ 地域活性化枠（大学・大学院卒業（修了）予定者）

申請する年度の翌年度に大学又は大学院を卒業（修了）予定の者

ウ 地域活性化枠（社会人）

大学又は大学院を卒業（修了）した者（申請時，県外において居住・就業している者）で，

申請する年度の翌年度の４月１日現在で満35歳未満である者

《 支援内容 》

日本学生支援機構等から無利子奨学金を借りた者が，大学等卒業後に県内に本社を有す

る企業等へ就業（県外に本社を有する企業等の県内支店等採用者を含む。）し，一定の要

件を満たした場合は，借り受けた奨学金の返還を支援

○ 資金調達及び設備投資の見込みについて

資金調達については，鹿児島県から大学等入学時の学資金貸与のための原資40,112千円を借り

入れる予定。設備投資については，予定なし。


